
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
最低８輪の並列懸架の車輪を油圧等のシリンダーで保持するサスペンションのシリンダー
室上、下間を、一方を左右夫々について内輪同志、外輪同志が対として一体化するべくパ
ラレル化配管を架設し、他方を相対峙する内輪同志、外輪同志が対として一体化すべくパ
ラレル化配管を架設して内輪４輪、外輪４輪の荷重均一配分を可能とする２系統共存の回
路で連絡し、さらに、上記の左右のパラレル化配管、前後部各１対のパラレル化配管から
導引の各連絡管を収束させた４つの並路を、傾斜制御のために左右傾斜制御用、前後傾斜
制御用の正逆吐出ポンプに接続するに際して、上記パラレルの双方若しくはいずれか一方
の作動に切換えする４つの３位置方向制御弁並びに接続正逆吐出ポンプを切換える１つの
２位置方向制御弁を介配して、上記２つの正逆吐出ポンプを用いて段差乗り越えに必要な
内側４輪、外側４輪の個別昇降制御を可能としたことを特徴とするサスペンション長のコ
ントロールが可能な車輪型移動体における不整地安定走行、段差乗り越え可能なサスペン
ション機構。
【請求項２】
シリンダー室上間を左右夫々について内輪同志、外輪同志が対として一体化するべくパラ
レル化配管を架設し、シリンダー室下間を相対峙する内輪同志、外輪同志が対として一体
化すべくパラレル化配管を架設するとした請求項１記載のサスペンション長のコントロー
ルが可能な車輪型移動体における不整地安定走行、段差乗り越え可能なサスペンション機
構。
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【請求項３】
最低８輪の並列懸架の車輪を油圧等のシリンダーで保持するサスペンションのシリンダー
室上、下間を、一方を左右夫々について内輪同志、外輪同志が対として一体化するべくパ
ラレル化配管を架設し、他方を相対峙する内輪同志、外輪同志が対として一体化すべくパ
ラレル化配管を架設して内輪４輪、外輪４輪の荷重均一配分を可能とする２系統共存の回
路で連絡し、さらに、上記の左右のパラレル化配管、前後部各１対のパラレル化配管から
導引の各連絡管を収束させた４つの並路を、１つの左右傾斜制御、前後傾斜制御兼用の正
逆吐出ポンプに接続するに際して、上記パラレルの双方いずれか一方の作動に切換えする
４つの３位置方向制御弁並びに正逆吐出ポンプの機能切換えとシリンダー室上、下と左右
、前後を切換えるための２つの２位置方向制御弁を介配して、左右傾斜制御、前後傾斜制
御の個別制御のもと上記１つの正逆吐出ポンプを用いて段差乗り越えに必要な内側４輪、
外側４輪の個別昇降制度を可能としたことを特徴とするサスペンション長のコントロール
が可能な車輪型移動体における不整地安定走行、段差乗り越え可能なサスペンション機構
。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、通常の道路はもとより傾斜、凹凸、障害物、段差等がある不整地を車台に作業
機等を搭載してすみやかに走行することができるとしたサスペンション長のコントロール
が可能な車輪型移動体におけるサスペンション機構に関する。
【０００２】
【従来の技術】
段差を乗り越えることが可能な移動機構についてだけを考察するならば、例えば特開平６
－６４５６９号に記載の脚式移動機構があるが、このものは複雑な地形を移動することが
一応可能ではあるが、エネルギー効率の低いこと、駆動機構や制御が複雑であるうえに、
平坦面上を移動する速度があまりにも遅すぎる不都合がある。
【０００３】
この点、特公平１－５５１５０号、特公平２－５５２６７号、特開昭６０－２１５４８０
号、特開平４－３２８０１３号等に記載の脚－車輪式移動機構にあっては、車輪での走行
ができるので、脚式移動機構に比べて平坦面上での移動速度を高めることが可能であるが
、エネルギー、機構および制御などに関する問題は依然として残る。
【０００４】
また、特公昭６３－３７９４号、特開平１０－２９５７１号や特開昭６２－４３３７２号
、特公昭６３－４１３５２号、特開平５－１４７５６０号、特開平５－１５６６６３号に
記載の複数のクローラや形状可変クローラを備える移動機構では、高い不整地適応能力を
得られるが、車輪型移動機構に比べるとエネルギー効率や移動効率の低さ、旋回時の路面
への影響などの欠点がある。
【０００５】
さらに、特公昭５９－２５７１２号、特開平５－３１９３３０号に記載の回転するアーム
先端に車輪を備える移動機構は、比較的シンプルな機構で段差の乗り越えを可能にするが
、乗り越えられる段差の高さが一定であるという欠点を有する。
なお、特開平４－１４６８７５号には回動可能な三角形クローラを備えた移動機構が記載
されている。
【０００６】
その他のものとしては、その他の移動機構としては、駆動機構が複雑な補助輪が順次段差
上に乗り上げていく移動機構（特開昭５６－１３８０６９号）、前記のクローラの欠点を
そのまま有した異形クローラを備える移動機構（特公昭６２－４５１１０号）、同じくク
ローラの欠点を有した補助輪で車体を持ち上げる移動機構（特開平６－１７１５６１号）
などがある。
【０００７】

10

20

30

40

50

(2) JP 3887724 B2 2007.2.28



段差の乗り越え能力と、道路、現場での移動性と、車台上に作業機が搭載されていて車台
が傾斜すると重心の移動で車両が転倒する懸念との総合的な視点から考察すると、脚－車
輪式、つまり、サスペンション長のコントロール可能な車輪型移動体が最も現実的である
。なかでも、特公平１－５５１５０号に記載のものは、通常の４輪移動体の改良であり、
設計負担は、確立された操舵、伝動機構等を利用できる点で有利である。
【０００８】
その構成は、「車体の左右に、前後一対の走行車輪を設けた４輪移動体において、これら
の車輪をそれぞれ上下の２位置に保持可能にするとともに、車体進行方向の少なくとも片
側の２輪を前後にスライド可能にし、上記移動体の重心を、前後のスライド位置にある片
側の２輪と、これらの車輪の体角位置にある車輪とを結ぶ４つの線によって区画される平
面内に位置させた、ことを特徴とする不整地走行用４輪移動体。」にある。
【０００９】
一方、本出願人は、不整地走行に際して、車輪が確実に凹凸に追従し、かつ、車台荷重を
常に全輪に対して均一に分配し得て、不整地を安定して走行することができるようにした
サスペンション長のコントロール可能な車輪型移動体のサスペンション機構を特願平８－
３４７４０４号で提案している。
すなわち、車輪を油圧等のシリンダーで保持するサスペンションにおいて、各シリンダー
と隣接するシリンダー間で対角線上の２つの車輪が対となり、２対が連動して逆方向に昇
降する関係になるとしたもので、図１０に示す如く、車台に備えられたシリンダー１～４
が車台前後軸周りに回転自由に固定されたリンクに配置された車輪５～８を保持するシリ
ンダーによるサスペンションにおける隣接シリンダー間にあって、上側同志と下側同志を
互いに連絡管９～１２を介して連絡させたので、シリンダー間を連絡する流体を介しての
圧伝達により上記の２対は連動して互いに逆方向に昇降し、全車輪の凹凸への追従と車台
荷重の均一配分を自動的に果たす。
【００１０】
しかして、駆動輪の浮きとかピッチング現象を解消し得る。
図１１は既述の図１０に示した車両を多輪化したもので、シリンダー、車輪を夫々８つに
倍化したうえ、倍増のシリンダーを対として相互に連結して一体とするパラレル化配管Ｐ
，…を施したうえで、さらにパラレルを加える連絡管９～１２を該パラレル化配管Ｐ，…
に架設するとしている。
【００１１】
図１２に示すものは、前記の図１０に示したものにおいて、連絡管９、１１と１０、１２
との間に連絡管１３と１４とを架設したうえ、当該連絡管１３と１４の途中にポンプＰａ
、Ｐｂを配し、そのモーターＭａ、Ｍｂを傾斜計１５、１６に接続の制御装置１７、１８
でコントロールして連絡管１３、１４を介しての流体の強制転送を図るとしたもので、既
述の自動的な全車輪の凹凸への追従と車台荷重均一配分機能を保持しつつ、車台の前後、
左右方向についての傾斜に対する強制的な水平制御を可能としている。
【００１２】
【発明が解決しようとする課題】
この種移動体として要求されるところの通常の道路はもとより傾斜、凹凸、障害物、段差
等がある不整地を車台に作業機を搭載してすみやかに走行できるか否かについては、前記
の特公平１－５５１５０号に記載のものは、目標と定めた格別（大）な段差の乗り越えに
ついては可能であっても、全車輪の小なる凹凸への追従や車台荷重の均一配分については
一切配慮がなく、これでは、小さな凹凸や傾斜について対応し得ない。また、４輪は車台
支持と段差乗り越しに際しての車台支持に一切関与しない浮かせ脚との二役を負わされ、
段差乗り越し時の３脚のみの姿勢は極めて不安定であることは否定しようがない。さらに
は、「片側の２輪スライド構成」は４輪移動体で確立された技術ではなく、あまりにも困
難な設計負担を強いることとなる点は否めない。
【００１３】
一方、特願平８－３４７４０４号に記載のものは、その趣旨からして車台支持に関与する
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ことのない支持脚なるものは念頭においてなく、段差乗り上げに際しての一応の駆動、姿
勢安定化は期し得ても、これを無衝撃での走行でなし得なく、段差乗り越えについては非
実用的なものとなる。しかして、現状では既述のこの分野での総合的視点からの要望に充
分に応え得るものの提供はなされていないのが実情である。
【００１４】
本発明は、叙上の事情に鑑みなされたもので、その目的とするところは、不整地の走行に
際しては自動的に車輪の確実な凹凸追従と車台荷重の均一分配とをなし得ると共に大なる
段差に対した場合には、安定支持に必要な車輪を確保したもとで、他の車輪を車台支持に
関与することのない乗り越え用の浮かせ脚に機能させ得るとしたサスペンション長のコン
トロールが可能な車輪型移動体における新規なサスペンション機構を提供して、この分野
での要望に応えんとするものである。
【００１５】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するために、本発明のサスペンション長のコントロールが可能な車輪型移
動体における不整地安定走行、段差乗り越え可能なサスペンション機構は、最低８輪の並
列懸架の車輪を油圧等のシリンダーで保持するサスペンションのシリンダー室上、下間を
、一方を左右夫々について内輪同志、外輪同志が対として一体化するべくパラレル化配管
を架設し、他方を相対峙する内輪同志、外輪同志が対として一体化すべくパラレル化配管
を架設して内輪４輪、外輪４輪の荷重均一配分を可能とする２系統共存の回路で連絡し、
さらに、上記の左右のパラレル化配管、前後部各１対のパラレル化配管から導引の各連絡
管を収束させた４つの並路を、傾斜制御のため左右傾斜制御用、前後傾斜制御用の正逆吐
出ポンプに接続するに際して、上記パラレルの双方若しくはいずれか一方の作動に切換え
する４つの３位置方向制御弁並びに接続正逆吐出ポンプを切換える１つの２位置方向制御
弁を介配して、上記２つの正逆吐出ポンプを用いて段差乗り越えに必要な内側４輪、外側
４輪の個別昇降制御を可能としたものである。
【００１６】
例えば、シリンダー室上間を左右夫々について内輪同志、外輪同志が対として一体化する
べくパラレル化配管を架設し、シリンダー室下間を相対峙する内輪同志、外輪同志が対と
して一体化すべくパラレル化配管を架設したものである。
最低８輪の並列懸架の車輪を油圧等のシリンダーで保持するサスペンションのシリンダー
室上、下間を、一方を左右夫々について内輪同志、外輪同志が対として一体化するべくパ
ラレル化配管を架設し、他方を相対峙する内輪同志、外輪同志が対として一体化すべくパ
ラレル化配管を架設して内輪４輪、外輪４輪の荷重均一配分を可能とする２系統共存の回
路で連絡し、さらに、上記の左右のパラレル化配管、前後部各１対のパラレル化配管から
導引の各連絡管を収束させた４つの並路を、１つの左右傾斜制御、前後傾斜制御兼用の正
逆吐出ポンプに接続するに際して、上記パラレルの双方いずれか一方の作動に切換えする
４つの３位置方向制御弁並びに正逆吐出ポンプの機能切換えとシリンダー室上、下と左右
、前後を切換えるための２つの２位置方向制御弁を介配して、左右傾斜制御、前後傾斜制
御の個別制御のもと上記１つの正逆吐出ポンプを用いて段差乗り越えに必要な内側４輪、
外側４輪の個別昇降制度を可能としたものである。
【００１７】
【作用】
内輪４輪、外輪４輪の共存の２系統の荷重の均一分配サスペンションは、不整地での安定
走行能を倍化し、これを傾斜制御すべくなされる左右、前後の各４輪のパラレル化配管を
介しての正逆吐出ポンプとの接続は、３位置方向制御弁、２位置方向制御弁の介配によっ
て作動流路を自在に設計出来、この結果、何んら特別な機器の追加設を要することなく上
記ポンプを利用することでもって、車輪の径を越えるような段差を乗り越えることが可能
になる。乗り越え制御に際しては最低左右対の４輪が必ず車台支持にふりむけられるので
極めて安定である。このために最低８輪としてある。
【００１８】
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【発明の実施の形態】
図１は本発明が提案のサスペンション機構を適用した８輪式不整地走行車両１９を俯瞰し
たもので、左、右の８つの車輪２０、２０’、２１、２１’、２２、２２’、２３、２３
’は、夫々、油圧シリンダー２４、２４’、２５、２５’、２６、２６’、２７、２７’
で保持されている。
【００１９】
これ等シリンダーに接続の全輪の車台荷重均一配分を可能とし、左右、前後の傾斜制御を
行ない、さらに、内輪のみ、外輪のみの昇降制御を可能とする２つの正逆吐出ポンプ２８
、２９に接続の配管分岐回路Ｈは、４つの３位置方向制御弁３０～３３と１つの２位置方
向制御弁３４とが組込まれて成立する。これを判り易く図２の油圧回路図で示す。
【００２０】
図においては、前記回路Ｈは、左、右のシリンダー２４、２４’～２７、２７’室上間を
夫々前後方向について内側同志、外側同志にてパラレル関係Ｐ，…にさせ、室下間を夫々
相対峙同志にてパラレル関係Ｐ，…にさせて形成した。これは図１０で示した４輪の荷重
均一配分を可能とする回路が内輪４輪、外輪４輪の２系統で共存成立したものであり、結
局、全輪の車台荷重均一配分を可能とする回路を形成したものである。これに加えて、左
、右、前、後部の各１対のパラレル化配管Ｐ，…から夫々導引した連絡管Ｊ 1  ～Ｊ 8  は、
左、右の内、外輪同志Ｊ 1  とＪ 2  、Ｊ 7  とＪ 8  が収束され、また、前、後の内、外輪同志
Ｊ 7  とＪ 4  、Ｊ 5  とＪ 6  が収束されたうえで、その並路を３位置方向制御弁３０～３３に
接続され、左、右関係の弁３０、３３は左右制御用のポンプ２８に接続され、前、後関係
の弁３１、３２は前後制御用のポンプ２９に接続されるが、弁３０と３１との回路途中に
て２位置方向制御弁３４が架設されている。
【００２１】
ここに、前記の３位置方向制御弁３０～３３並びに２位置方向制御弁３４の機能を図３に
紹介する。
すなわち、３位置方向制御弁３０～３３にあっては、弁３０を代表させて説明すると、Ｊ

2  のみの流通の「逆位置」、Ｊ 1  、Ｊ 2  の双方に流通の「中立位置」、Ｊ 1  のみの流通の
「正位置」が設定されたもので、結局、いずれかのパラレル、双方のパラレルを流通させ
るものである。２位置方向制御弁３４にあっては、並路を入れ違える「相互逆転位置」、
並路を違えさせない「正位置」が設定されていて、接続のポンプを切換えるものである。
【００２２】
しかして、叙上弁３０～３３、３４によって４種類の動作モードでもって油圧シリンダー
２４、２４’～２７、２７’を作動させることが可能である。
すなわち、
〔通常状態〕
図４に示す如く、３位置方向制御弁３０～３３は４個とも全てを中立位置にする。
【００２３】
この状態でポンプ２８、２９を作動させない場合、移動機構は既述の本出願人が先に提案
の荷重均一配分可能なサスペンション機構として動作し、しかも、左右各４輪と前後部各
４輪の４系統間がパラレル化されて全車輪の不整地への追従と荷重分散を実現する。
通常状態ではポンプ２８、２９を動作させないため、２位置方向制御弁３４による影響は
ない。「中立位置」での並路連絡は図１２の連絡管１３、１４に該当する。
〔姿勢制御状態〕
図５に示す如く、３位置方向制御弁３０～３３は４個とも全て中立位置に、２位置方向制
御弁３４は正位置にする。
【００２４】
この状態でポンプ２８、２９を動作させると、２台のポンプ２８、２９でそれぞれ前後・
左右の各方向の車体傾斜角を変化させることが可能である。この場合、左右の各４輪、前
後部の各４輪が夫々一体として作動する。
〔段差乗り越え状態（外側４輪動作」〕
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図６に示す如く、３位置方向制御弁３０～３３は４個とも全て正位置に、２位置方向制御
弁３４は逆位置にする。
【００２５】
この状態でポンプ２８、２９を動作させると、外側の４輪を支持する油圧シリンダ２４、
２４’、２７、２７’においてシリンダ室上下間の作動油を移し替えて、外側４輪２０、
２０’、２３、２３’を浮かせることが可能になる。
これにより、外側車輪２０、２０’の段差乗り越えを実現する。本発明構成特有のもので
ある。
〔段差乗り越え状態（内側４輪動作）〕
図７に示す如く、３位置方向制御弁３０～３３は４個とも全て逆位置に、２位置方向制御
弁３４は逆位置にする。
【００２６】
この状態でポンプ２８、２９を動作させると、内側の４輪２１、２１’、２２、２２’を
支持する油圧シリンダ２５、２５’、２６、２６’においてシリンダ室上下間の作動油を
移し替えて、内側４輪２１、２１’、２２、２２’を浮かせることが可能になる。
これにより、内側車輪２１、２１’、２２、２２’の段差乗り越えを実現する。上述と同
じく、本発明特有のものである。
【００２７】
実際に段差を乗り越える場合には、上記の２つの段差乗り越え状態を繰り返すことにより
、順次車輪を段差上に上げることで実現するものであって、これを側面から見た図８の１
）～１０）のフロー模式図で示す。なお、図中の１）～１０）のフローの内容は下記の通
りである。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００２８】
【実施例】
叙上の姿勢制御は２台のポンプ２８、２９の使用でリアルタイムになされるものであるが
、もし、その高機能の必要性がない場合には、ポンプを１台に低減することが可能である
。
すなわち、図９に示す如く、左、右のシリンダー２４、２４’～２７、２７’室上、下間
を、図４の如く一方（上室）を夫々前後方向内側同志、外側同志にてパラレルＰ，…させ
、他方（下室）を夫々相対峙する外側同志、内側同志にてパラレルＰ，…させて形成した
全輪の車台荷重均一配分を可能とする回路に連絡管Ｊ 1  ～Ｊ 8  が加えられ、さらに、同じ
く４つの逆位置、中立位置、正位置からなる３位置方向制御弁３０～３３に接続のうえ、
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これ等を左右傾斜制御、前後左右傾斜制御兼用の正逆吐出ポンプ３５に接続するに際し、
弁３０と３１を収束のうえ、また弁３２と３３を収束のうえ「逆位置」と「正位置」とか
ら構成の２位置方向制御弁３４’を介配させるとした。
【００２９】
これにより、ポンプ３５の機能特定のもと、各一の機能の動作を遂行できると共にポンプ
３５の機能切換え用と段差乗り越え用のシリンダー室上下間の作動油移し替えが可能とな
る。
この構成では、２個の２位置方向制御弁３４’、３４’によって動作させる油圧シリンダ
２４、２４’～２７、２７’の組を指定することで静的な姿勢制御と段差乗り越えを実現
する。ここで静的な姿勢制御とは、車両が静止している状態で車体の前後、左右それぞれ
の方向の姿勢制御を時間的に隔てて実行することを意味する。よって、前後・左右を同時
に制御することができないため、任意の方向に傾斜する可能性のある走行中の姿勢制御は
実現できない。ポンプ３５１つで済む点でコスト上有利である。
【００３０】
【発明の効果】
本発明は、以上の如く構成されるので、以下の如き諸効果を奏する。
(1) 車輪の径を越えるような大きな段差を乗り越えることも可能となり、不整地での移動
可能範囲を拡大できる。
(2) 均等荷重型のサスペンション機構に２台のポンプを加えた姿勢制御機能タイプにバル
ブを組み合わせるだけで段差乗り越え機能を付加でき、他の段差乗り越え可能な不整地移
動機構に比較して機構がシンプルである。さらには、ポンプ１台でも所定の機能が得られ
る点は汎用上有意義である。
(3) バルブの切替およびポンプの動作のみで段差乗り越え実現することが可能であり、制
御が簡単である。しかも、常に最低４輪の支持を受けられるので安定である。
(4) サスペンション機構自体が段差乗り越え機能を有するので、車輪やクローラなどさま
ざまな形式の移動機構に適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明を適用の車両の概略図である。
【図２】本発明の油圧回路図である。
【図３】本発明の制御弁説明図である。
【図４】本発明の作動説明図である。
【図５】本発明の作動説明図である。
【図６】本発明の作動説明図である。
【図７】本発明の作動説明図である。
【図８】本発明の動作フロー説明図である。
【図９】本発明の油圧回路説明図である。
【図１０】従来の均等荷重サスペンションの説明図である。
【図１１】従来の均等荷重サスペンションの説明図である。
【図１２】従来の均等荷重、傾斜制御サスペンションの説明図である。
【符号の説明】
１　シリンダー
２　シリンダー
３　シリンダー
４　シリンダー
５　車輪
６　車輪
７　車輪
８　車輪
９　連絡管
１０　連絡管
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１１　連絡管
１２　連絡管
１３　連絡管
１４　連絡管
１５　傾斜計
１６　傾斜計
１７　制御装置
１８　制御装置
１９　８輪式不整地走行車両
２０，２０’車輪
２１，２１’車輪
２２，２２’車輪
２３，２３’車輪
２４，２４’油圧シリンダー
２５，２５’油圧シリンダー
２６，２６’油圧シリンダー
２７，２７’油圧シリンダー
２８　正逆吐出ポンプ
２９　正逆吐出ポンプ
３０　３位置方向制御弁
３１　３位置方向制御弁
３２　３位置方向制御弁
３３　３位置方向制御弁
３４，３４’２位置方向制御弁
３５　前後左右傾斜制御兼用の正逆吐出ポンプ
Ｐ　　パラレル化配管
Ｐａ，Ｐｂ　ポンプ
Ｍａ，Ｍｂ　モーター
Ｈ　　配管分岐回路
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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